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◆定員適正化計画の数値目標及び進ちょく状況

増減率合　計

集中改革プラン（平成１７年～２２年）区　分

部　門
平成２２年度
計画数

平成２１年度
計画数

平成２０年度
計画数

平成１９年度
計画数

平成１８年度
計画数

平成１７年度（計
画年度）職員数

１０１人２５人２４人３１人１０人１１人減  員

一般行政
０人０人０人０人０人０人増 員

△１１．８％△１０１人△２５人△２４人△３１人△１０人△１１人差 引
７５３人７７８人８０２人８３３人８４３人８５４人職 員 数

２５人９人３人１人７人５人減 員

特別行政
０人０人０人０人０人０人増 員

△９．９％△２５人△９人△３人△１人△７人△５人差 引
２２８人２３７人２４０人２４１人２４８人２５３人職 員 数

２４人４人４人５人３人８人減 員
公 営
企 業 等

０人０人０人０人０人０人増 員
△６．１％△２４人△４人△４人△５人△３人△８人差 引

３６８人３７２人３７６人３８１人３８４人３９２人職 員 数
１５０人３８人３１人３７人２０人２４人減 員

合　　計
０人０人０人０人０人０人増 員

△１０．０％△１５０人△３８人△３１人△３７人△２０人△２４人差 引
１，３４９人１，３８７人１，４１８人１，４５５人１，４７５人１，４９９人職 員 数

　この表の「定員適正化計画」は平成１８年３月
策定の集中改革プランにより作成しています。
　集中改革プランは、平成１７年度から平成２２年
度を実施年度とする第３次日野市行政改革大綱
の中に位置づけられ、新指針で示された目標と
なる項目を集中改革プランとしてまとめたもの
です。このプランにおいては、平成１７年４月１
日現在職員数１，４９９人を平成２２年４月１日まで
に１５０人を削減し、１，３４９人体制にします。
①定員適正化計画
第１次計画…平成１２～１４年度
第２次計画…平成１５～１７年度
第３次計画…現在策定中
② 定員適正化手法の概要
（１）配置基準及び事務事業の見直し（２）定
数配置に伴う職員の配置転換（３）民営化、業
務委託、外郭団体等の活用（４）再雇用職員、
市政嘱託、臨時職員、市政協力員（ボランティ
ア）の活用 
③定員適正化計画（集中改革プラン）の数値目標 
（各年４月１日現在）

（注）
１．教育長を含む一般職（一般行政職・技能労務職）全体の職員数
です。条例上は定数外となる職員（一部事務組合及び外郭団体へ
の派遣職員、病気等による休職中の職員）の取り扱いは、次のと
おりです
　①一部事務組合及び他の地方公共団体への派遣職員５人につい
ては、集計から除外
　②日野市の外郭団体への派遣職員及び病気等による休職中の職
員については、普通会計の各部門の集計に算入
２．上記１の条例上の定数外職員①及び②を除外した一般職の職
員数は、教育長を含め、平成１７年度が１，４７４人、平成１８年度が
１，４２８人となっています
３．市立病院の職員定数は、第２次行財政改革大綱・実施計画に基
づく定数削減とは別に管理し、適正な人員配置を計画しています
４．（　）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きです

◆部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）

主な増減理由対前年
増減数

職　員　数区　　分
平成１８年平成１７年部　　門

組織改正に伴う事務事業の見直しによる
減員等
事務事業の見直しによる減員等
事務事業の見直しによる増員等
事務事業の見直しによる減員等
欠員不補充等

欠員不補充等
　

事務事業の見直しによる減員等（幼稚園の
統廃合・中学校給食調理の一部民間委託）
事務事業見直しによる減員等
事務事業の見直しによる減員
国民健康保険事業の充実による増員等

０人
△１３人
０人

△１１人
５人
△１人
△１人
０人
△１人

９人
１６６人
６６人
３６０人
９６人
２人
７人
５人

１２１人

９人
１７９人
６６人
３７１人
９１人
３人
８人
５人

１２２人

議 会
総 務
税 務
民 生
衛 生
労 働
農 水
商 工
土 木

一般行政部門

△２２人
（△４人）

８３２人
（１２人）

８５４人
（１６人）小 計

△１人２５２人２５３人教 育特別行政部門
△２３人１，０８４人１，１０７人計普 通 会 計
△２９人
△２人
３人

２６８人
１５人
８１人

２９７人
１７人
７８人

病 院
下水道
その他

公 営 企 業 等
会 計 部 門

△２８人３６４人３９２人計
△５１人１，４４８人１，４９９人合　　　計

次の世代に“美しいふるさと”を渡そう

第1147号  平成18年（2006年）11月15日　

●3

◆各種委員会等の委員報酬
現　　　行

職　　　名
報酬額支給区分
１８３，０００円月 額委員長

教育委員会
１４６，０００円月 額委員
８６，０００円月 額委員長

選挙管理委員会
６９，５００円月 額委員
１３４，０００円月 額識見者

監査委員
６７，０００円月 額議会選出
６５，５００円月 額会長

農業委員会 ５２，５００円月 額会長職務代理
４８，５００円月 額委員
１８，０００円日 額会長情報公開・個人

情報保護審査会 １５，０００円日 額委員
１０，５００円日 額情報公開・個人情報保護運営審議会委員
１０，５００円日 額表彰審査会委員
１０，５００円日 額特別職報酬等審議会委員
１０，５００円日 額市営住宅管理審議会委員
３０，０００円日 額産業医
１０，５００円日 額固定資産評価審査委員会委員
１０，５００円日 額男女平等推進委員会委員
１０，５００円日 額国民健康保険運営協議会委員
１０，５００円日 額環境審議会委員
１０，５００円日 額環境保全連絡協議会委員
１０，５００円日 額消防委員会委員
１０，５００円日 額防災会議委員
１０，５００円日 額国民保護協議会委員
１０，５００円日 額地域保健協議会委員
１０，５００円日 額農業懇談会委員
１０，５００円日 額駐留軍関係離職者等対策協議会委員
１０，５００円日 額市民会館運営審議会委員
１０，５００円日 額廃棄物減量等推進審議会委員
１０，５００円日 額町名地番整理審議会委員
１０，５００円日 額都市計画審議会委員
２３，０００円日 額会長市民まちづくり

会議
１０，５００円日 額委員（市民）
２０，０００円日 額委員（職見を有する者）
３０，０００円日 額開発事業に関する調整会委員
１０，５００円日 額土地区画整理審議会委員
１０，５００円日 額土地区画整理評価員

◆職員の初任給（給料）の状況（平成１８年４月１日現在）
国都日　野　市区　分 採用２年後初任給採用２年後初任給採用２年後初任給

１９８，０００円
１８３，８００円

�種１７９，２００円
�種１７０，２００円２０３，２００円１７９，２００円２０３，２００円１７９，２００円大学卒一　

般

行
政
職 １４８，０００円１３８，４００円１５３，０００円１４４，０００円１５３，０００円１４４，０００円高校卒

　　１６０，０００円１４３，４００円技能労務職

◆昇給期間短縮の状況
合　計技能労務職一般行政職区　　　分年　 度

９１４人２１４人７００人職員数（Ａ）
平成１６年度 ３２６人３４人２９２人普通昇給期間を短縮して昇給した職員数（Ｂ）

３５．６７％１５．８９％４１．７１％比率（Ｂ／Ａ）
８８９人２００人６８９人職員数（Ａ）

平成１７年度 １４３人３３人１１０人普通昇給期間を短縮して昇給した職員数（Ｂ）
１６．０９％１６．５０％１５．９７％比率（Ｂ／Ａ）

（注）１．昇給期間短縮…通常１２カ月とされる普通昇給（定期昇給）の期間を短縮して昇給させる措置のことをいいま
す。なお、年齢・経験年数により自動的に期間短縮を行うものは見直しを行います

　　２．平成１２年度から、保育士・児童厚生員等の福祉職を一般行政職から除外しています

◆人件費の状況（平成１７年度普通会計決算）
１６年度の
人件費率

人件費率
（Ｂ/Ａ）

人　件　費
（Ｂ）実質収支歳　出　額

（Ａ）
平成１８年４月
１日現在の人口

２１．３％２１．８％１１１億２，１６４万８千円１８億２，１７７万７千円５０９億２，８９２万５千円１７２，４８３人

（注）１．普通会計…全国一律の基準で地方の財政状況を把握し、相互に比較できるように国が導入している会計概念。
日野市の場合、一般会計から老人保健医療事業関係経費を除き、下水道事業特別会計のうちの都市下水路関係
経費、土地区画整理事業特別会計を加えたものが普通会計となります

　　２．人件費…予算科目のうち報酬、給料、職員手当、共済費（地方公務員等共済組合負担金）、災害補償費（地方公務
員災害補償基金負担金）の５つの項目と職員互助会交付金で構成。一般職（一般行政職及び技能労務職）だけで
なく、市長等の常勤特別職や市議会議員、各種審議会委員等の非常勤特別職に係るものも含まれます

　　３．人件費のうち経常的なものは、給与費の抑制措置や職員定数の削減により減少傾向にありますが、定年退職者
等の数により退職手当が変動するため、総額では年度により若干の増減がみられます

役職職員でなくても役職加算されていた制度（３３ 
歳以上の誰にでも加算されていたこと）の見直し

　役職加算は本来、役職職員に対して加算措置されるべきもので
すが、年齢及び経験年数により役職がなくても加算されていまし
た。これについても、加算対象を主任以上の役職職員に限定して
支給するよう改めました。

係長職手当の廃止
　係長職には係長職手当として給料月額の１５％を一律に支給して
いましたが、今後は係長職の勤務実態に即して時間外手当を支給
し、係長職手当については廃止しました。

退職時特昇の廃止
　退職する職員が勤続年数２０年以上場合、基本給を１号給引き上
げて退職金に上乗せする「退職時特昇」を廃止しました。

通勤手当の見直し
　通勤に公共交通機関や自家用車等を利用する職員で通勤距離が
片道１�以上の者に支給していましたが、片道２�未満の者には
支給しないこととしました。

扶養手当、住居手当の見直し
　これらの手当は、他市等との比較の中で日野市は高い水準にあ
りましたが、次のとおり引き下げを行いました。

　なお、住居手当については、借家の場合は５，０００円加算すること
としましたが、支給対象（世帯主または非世帯主を問わず支給さ
れている）や金額について見直しが必要と考えています。

　市職員の給与は、民間企業の給与実態などを調査して行う国の人事院や、東京都の人事委員会の給与勧告を基本に、市議会
での議決を経て決定されます。
　本年の給与勧告では、国の人事院は公務員と民間企業従業員の給与格差は極めて小さく、月例給、ボーナスとも改定を行わ
ないことが適当と勧告しているのに対し、東京都の人事委員会は、公務員の月例給が民間を０．３１％上回っているとし、基本給
と扶養手当を引き下げるよう勧告しています。
　このような状況を踏まえ、広報今号では市職員の給与や定員等の状況について、市民の皆さんにご理解していただくために、
その概要をお知らせするとともに、あわせて財政健全化に向けたこれまでの取り組みと今後の方向性をお知らせします。この
公表の内容は、国からの通達の公表基準に加え、市独自に上のせした内容となっています。   　　　　　　　　　  （職員課）

「第３次日野市行財政改革」でしっかりチェックします
　市は新たな行政サービスを提供するために、行政のスリム化を
中心とした平成１７年度から平成２２年度までに取り組む緊急課題を
「第３次日野市行財政改革大綱」（以下「第３次行革」）としてま
とめました（広報１１月１日号参照）。
「集中改革プラン」で国、都からのチェックを受けます
　一方で、国は平成１７年３月、「地方公共団体における行政改革の
推進のための新たな指針」を策定し、各地方公共団体に積極的な
行政改革の推進に努めるよう求めていました。
これに対し市は、計画的な行政改革の推進と説明責任の確保とし
て、行政改革大綱に基づき具体的な取り組みを集中的に実施する
ため、平成１７年度～２１年度の具体的な取り組みを明示した計画を
「集中改革プラン」としてまとめ、第３次行革に掲げる次の重点
事項について本年３月に明示しました（広報３月１５日号参照）。
　①事務・事業の見直し　②民間委託の推進　③職員数の適正化
　④手当の総点検をはじめとする給与の適正化
東京都市町村総合交付金獲得に向けて
　東京都は、市町村総合交付金（平成１８年度は４６．５億円）のうち
１５％を「人事給与・定員管理適正化の取り組み」「徴税強化の取
り組み」「歳出削減の取り組み」など、市町村の経営努力に応じ
て配分する「経営努力割」として新設しました。市では、この新
たな交付金の獲得を目指して着実な取り組みを行っています。
定員管理及び給与の適正化に向けての今後の取り組み
　上記のとおり、今後は、より一層積極的な行革の推進に努める
ため、第３次行革と集中改革プランの整合性を図るとともに東京
都の新たな交付金獲得に向けて更に行革を推進しなければならな
いと考えています。
　これらの計画推進の中で、限られた財源の下で新しい市民サー
ビスに応え、向上させるため、職員の職務・職責や実績に応じた
処遇を確保するとともに、定員管理及び給与の適正化に向けて次
のような取り組みを積極的に行います。
職員定数の削減継続
　学校給食調理業務、ごみ焼却処理業務などの民間委託化や保育
園、学童クラブ、図書館などの運営形態の見直しにより、計画期

人件費割合は東京都２６市中１７位（平成１７年度決算）～財政
を大きく圧迫しています。主な原因は職員数の多さです
　日野市の平成１７年度決算では、普通会計に占める人件費の割合
は２１．８％（前年度は２１．３％）で東京都２６市中１７位です。（前年度
は１３位）。これを経常収支比率でみると、市税等の経常一般財源
の３１．２％を人件費に充てていることになります（前年度は
３２．２％）。この数値からみて人件費は、財政の健全性を失わせ事
業費を圧迫している要因となっています。
人件費割合を当面２０％以下に～新しい市民ニーズに応えるため、
コストの高いものは民間の力を
　市では行財政改革の中で、歳出（一般会計）に占める人件費の
割合を２０％以下とするよう具体的な目標を掲げています。これま
でも事務事業の見直しや民間委託等による事務の効率化を進める
ことにより人員の適正配置に努めてきましたが、今後も更に見直
しが必要です。
　特に民生部門の施設職員、具体的には児童館、学童クラブ、市
立保育園の職員は他市と比べると際立って多いため、減員を行っ
ていかなければなりません。これらの施設の運営形態については
「民間にできることは民間に」を基本として今後検討を行います。
また、幼稚園及び学校給食、ごみ処理業務についても引き続き減
員の取り組みを行います。

年齢により自動的に給料が上がるシステムの廃止
　平成１４年度に給料表を職務給化したにもかかわらず、一部に昇
任試験に合格しなくても年齢及び経験年数により係長の給料まで
到達できる仕組み（いわゆる「わたり」）が残っていました。わ
たりは、生涯賃金における最終到達時の月例給を約８万円引き上
げる仕組みでした。わたりは職務給の原則に反する不適正な制度
のため市ではこれを、廃止しました。

職務の級別で最高の給料（枠の限度）になった者はそこでストップ
　給料表の構造は役職に対応する級と級の構成要素である号給か
ら成っています。昇給は同一の級において、下位から上位の号給
への変更（１２カ月で１号）をいいます。「枠外昇給」とは、号給
が最高号給を超える場合には同一の級にある間は昇給させないと
いう原則に対する例外措置でした。この措置は最高号給を超えて
最初に昇給する場合は１８カ月、最高号給を超えた後の昇給につい
ては、その号給に達した月から２４カ月を経過したときに昇給させ
ることでしたが、この措置を廃止しました。

一定年齢で特別昇給する制度の廃止
　職務給導入時に、生涯賃金水準の確保のために一定年齢に達し
た者（４７歳、５２歳、５７歳、５９歳）について、昇給を短縮する措置を
とっていましたが、これも職務給の原理原則に反するため、廃止
しました。

初任給格付けの見直し
　新規採用職員の初任給決定（格付け）の際に、原則として年齢
で一律に格付けを行なってきましたが、官公庁や民間企業等での
勤務経験がある者については、勤務経験の期間に基づいて格付け
を行うよう改めました。

日野市の給料月額の水準の指数は大幅に減少
　平成１７年４月１日現在の、日野市一般行政職（一般職のうち事
務職員等の行政職）の給料月額の水準は、国のそれを１００とした場
合に９９．９でした（ラスパイレス指数・注）。
　総務省は毎年ラスパイレス指数の高い市町村について上位２０団
体を公表しています。平成１４年度まで日野市は全国上位に位置し
ていましたが（平成１４年度１０５．３、全国１０位、東京都８位）、最近
５年間においては、一貫して減少傾向にあります。
　この背景には、給与抑制に向けた努力の成果があります。職務
と責任に応じた給与体系を導入し、より一層厳格な運用としたこ
とや、人事院勧告等に基づく削減に加え、日野市独自に給料月額
の一律削減（平成１５・１６年度＝２％、平成１７年度＝１．５％）を行
ってきたことなどが大きな要因と分析しています。

扶養手当～２６市との比較
２６市平均支給額日野市支給額（引き下げ後）日野市支給額（引き下げ前）支　給　種　別
１４，７６５円１４，５００円１７，５００円配偶者（欠配一子）
７，３７７円７，０００円８，４００円一子・二子
７，０３５円７，０００円８，４００円その他
４，１１２円４，０００円５，２００円１６～２２歳の子に対する加算

※欠配一子＝配偶者のいない第一子

住居手当～支給方法類型別による他市との比較
類似平均支給額日野市支給額（引き下げ後）日野市支給額（引き下げ前）支給対象区分
１０，５００円１０，５００円１６，５００円扶養あり
９，９００円９，９００円１５，５００円扶養なし

福利厚生団体（互助会）への交付金
　市の職員で構成する福利厚生団体（互助会）への交付金につい
ては、平成１２年度に市の交付割合を見直し、その改善に努めてき
ました。平成１７年度については、職員の福利厚生団体への会費１
に対して市の交付金０．７の割合で、平成１８年度については交付金
の割合は０．６となっています。この数値は２６市の中で低いところ
にありますが、引き続き市民の理解が得られる福利厚生事業を目
指し、交付基準の適正化に取り組んでいきます。

間中、職員数を１５０人削減します。
給料表昇給幅の細分化と勤務実績の給与への反映
　現行の定期昇給では、ほとんどの職員が１年間に１号給昇給し
ているため、昇給への勤務実績の反映が十分行われているとは言
えない状況となっています。このため、現行の号給を４分割し、
定期昇給と特別昇給を勤務実績の評価に基づく昇給に統合し、弾
力的な昇給幅に確保した上で、勤務成績を昇給により反映させや
すくします。
手当の見直し
　給与水準のより一層の適性化を目指し、次の手当の廃止又は見
直しを行います。
・特殊勤務手当…福祉現業手当（月額３，０００円）の廃止
・住居手当…支給対象を世帯主（準ずる者を含む）のみとする

市市市市市市市市市市職職職職職職職職職職員員員員員員員員員員のののののののののの給給給給給給給給給給与与与与与与与与与与をををををををををを公公公公公公公公公公表表表表表表表表表表市職員の給与を公表平 成平　成
１８年度１８年度

給料月額の水準給料月額の水準

（注）ラスパイレス指数…
毎年４月１日を基準日とす
る地方公務員給与実態調査
をもとに、国が確定した数
値を公表しているもので、
給与水準の一つの目安とな
るもの。ただし、作業員等
の技能労務職については、
ここに含まれていません

特殊勤務手当…著しく危険、不快、不健康、その他の特殊な勤務についた時に支給されるもの

２３．７％職員全体に占める手当支給職員の割合平
成　

年
度
決
算

１７ ５８９，２２４円支給対象職員１人当たり平均支給年額

支給額の多い手当＝①変則勤務手当（看護師）②医師手当③診療業務手当④緊急対応手当（病院）

多くの職員に支給されている手当＝①変則勤務手当（看護師）②診療業務手当③緊急対応手当
　　　　　　　　　　　　　　　　④有害物等取扱手当⑤医師手当

（注）１．病院に勤務する職員に支給された特殊勤務手当を除いた１人当たりの平均支給年額は５９，６９９円です
　　２．特殊勤務手当は下記の１１種類です

①有害物等取扱手当②危険作業手当③死体処理作業手当④社会福祉事業現業手当⑤災害出動手当⑥
変則勤務手当　（病院以外）⑦医師手当⑧変則勤務手当（病院）⑨緊急対応手当（病院）⑩診療業務手当
⑪年末年始手当（病院）

時間外勤務手当

平成１７年度平成１６年度区 分

２億５，８０９万１，９０１円３億５，７１１万３，７３１円支 給 総 額

１７３，２１６円２３６，０３０円１人当たり平均支給年額勤
務
実
績
に
応
じ
て
支
給
さ
れ
る
も
の

◆職員給与費の概要（国等との比較）
給料…仕事の内容や責任に応じて給料表、級などによって区分されており、民間の基本給に相当するもの
扶養手当

国日　野　市区　　分
１３，０００円１４，５００円配 偶 者

２人まで１人につき　６，０００円
その他１人につき　　５，０００円
１６歳～２２歳の子　５，０００円加算

１人につき　７，０００円
１６歳～２２歳の子　４，０００円加算

扶養親族

地域手当…民間における賃金や物価が特に高い地域に勤務する職員に支給される手当
国都日　野　市区 分

地域区分により給
料・扶養・管理職手
当の１８％～３％

地域区分により
給料・扶養・管
理職手当の１２％

給料・扶養・管理職手当の１２．０％支 給 率
全　職　員支 給 対 象 職 員

４４，４２４円（平成１７年度）１人当たり平均支給額

住居手当

国日　野　市

賃貸住宅の場合、最高２７，０００円を限度
自己所有住宅の場合、２，５００円

９，９００円（扶養者がいる場合は１０，５００円・職員が住居を同一にす
る場合２人目以降０円）賃貸住宅居住の職員は５，０００円を加算

通勤手当

国日　野　市区　　　　分

通勤距離に応じて支給通勤距離に応じて支給交通用具利用

実費（５５，０００円を限度）実費（６ヵ月定期券分を一括支給）交通機関利用

その他…管理職手当等

毎
月
決
ま
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て
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る
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の
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◆一般行政職の等級別職員数の状況（平成１８年４月１日現在）
計１　級２　級３　級４　級５　級６　級７　級８　級９　級給与等級

定型業務
の 主 事

相当な業
務の主事

相当高度
な業務の
主 事

主任及びこ
れに相当す
る 職 務

係長及びこ
れに相当す
る 職 務

困難な業務
の係長及び
これに相当
す る 職 務

課長補佐及
びこれに相
当する職務

課長及びこ
れに相当す
る 職 務

部長及びこ
れに相当す
る 職 務

標準的な
職務内容

６８９人
（１２人）３人１人２２０人

（７人）
１５２人
（５人）８５人７６人６４人６５人２３人職 員 数

１００％
（１００％）０．４％０．１％３２．０％

（５８．３％）
２２．１％
（４１．７％）１２．４％１１．０％９．３％９．４％３．３％構 成 比

１００％
（１００％）０．４％２．３％３０．９％

（７７．８％）
２１．７％
（２２．２％）１２．９％１０．４％９．１％８．７％３．６％１年前の構成比

（注）１．市の給与条例に基づく給料表の等級区分による職員数です
　　２．標準的な職務内容とは、それぞれの等級に該当する代表的な職名です
　　３．（　）内は再任用短時間勤務職員であり、外書きです

◆職員給与費の状況（平成１８年度普通会計予算）
１人当たり
給与費
（Ｂ／Ａ）

給与費　　計　８４億４，０７４万５千円（Ｂ）職　員　数
（Ａ） 期末・勤勉手当職員手当給　　料

７６８万円２２億３４６万１千円１３億４，０５５万９千円４８億６，６７２万５千円１，０９９人（１６人）

（注）１．職員給与費…左表「人件費の状況」に掲げた人件費のうち、教育長を除く一般職（一般行政職及び技
能労務職）に係る人件費。ただし、職員手当、共済費（地方公務員等共済組合負担金）、災害補償費（地
方公務員災害補償基金負担金）及び職員互助会交付金は除きます

　　２．期末・勤勉手当…毎年６月・１２月・３月に支給される一時金（ボーナス）。平成１８年度の支給月数は期
末手当が年間３．２５月、勤勉手当が１．２０月で合計４．４５月となっています

　　３．職員手当の主なものは、扶養手当１億４，６３１万円、地域手当５億７，７８５万９千円、住居手当１億９，１３４
万５千円、時間外勤務手当９，９１５万円、管理職手当２億３，８３５万４千円など

　　４．（　）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きです

◆職員の経験年数別・学歴別平均給
料月額の状況（平成１８年４月１日現在）

経験年数
２０年

経験年数
１５年

経験年数
１０年区　分

３７１，５２５円３２５，９７０円２７６，５５０円大学卒一
般
行
政
職 ３３４，９００円２９６，７５０円２６０，６６７円高校卒

３４２，１３３円３０６，２２３円２５８，６５０円技能労務職

（注）経験年数…採用後の在職年数です。ただし、中
途採用者については採用以前の前歴を換算し
て計算したものをいいます

人件費の状況人件費の状況

給与抑制の取り組み給与抑制の取り組み
～市民の理解と納得の得られる内容と水準を目指して（平成18年4月1日実施事項）

期末手当・勤勉手当（民間のボーナスに相当する手当）

国都日　野　市
区　分

計勤　勉期　末計勤　勉期　末計勤　勉期　末

２．１２５月
（１．１０月）

０．７２５月
（０．３５月）

１．４０月
（０．７５月）

２．０７５月
（１．０２５月）

０．４７５月
（０．２７５月）

１．６０月
（０．７５月）

１．９０月
（１．０２５月）

０．６月
（０．２７５月）

１．３０月
（０．７５月）６月期

２．３２５月
（１．２５月）

０．７２５月
（０．４月）

１．６０月
（０．８５月）

２．１２５月
（１．２２５月）

０．４７５月
（０．２７５月）

１．６５月
（０．９５月）

２．０５月
（１．０７５月）

０．６月
（０．２７５月）

１．４５月
（０．８０月）１２月期

－－－０．２５月
（０．１０月）－０．２５月

（０．１０月）
０．５０月
（０．２５月）－０．５０月

（０．２５月）３月期

４．４５月
（２．３５月）

１．４５月
（０．７５月）

３．００月
（１．６０月）

４．４５月
（２．３５月）

０．９５月
（０．５５月）

３．５０月
（１．８０月）

４．４５月
（２．３５月）

１．２０月
（０．５５月）

３．２５月
（１．８０月）計

（注）１．日野市・都・国のいずれにも、職制上の段階・職務の級等による加算措置があります
　　２．（　）内は再任用職員に係る支給割合です

退職手当の状況

国都日　野　市
区　　　分

定年等退職普通退職定年等退職普通退職定年等退職普通退職

２７．３０月
４２．１２月
５９．２８月

２１．０　月
３３．７５月
４７．５　月

３５．０月
４５．０月
５９．２月

２４．２５月
３２．５　月
４９．７５月

３５．０月
４５．０月
５９．２月

２４．２５月
３２．５　月
４９．７５月

勤続２０年
　　２５年
　　３５年

支
給
率

５９．２８月５９．２８月５９．２月５０．０　月５９．２　月５０．０　月最高限度

　　２，６２５万円２３０万円２，６８５万円３９８万円退職者１人当たりの平
均支給額（１７年度）

・定年前早期退職特例措
　置（２％～２０％加算）

・定年前早期退職特例措
　置（２％～２０％加算）

・定年前早期退職特例措
　置（９％～３０％加算）

その他の
加算措置

（注）普通退職とは自己都合などによる退職をいい、定年等退職とは、定年（原則６０歳）または勧奨などによ
る退職をいいます
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今後の取り組み今後の取り組み
○「東京都市町村総合交付金」獲得に向けて
○「第３次日野市行財政改革」　 ○集中改革

※その他附属機関の構成員及び非常勤職員は、日額１５，５００円の範囲
内又は月額２５８，０００円の範囲内で市長が定めます

◆職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況
（平成１８年４月１日現在）

技　能　労　務　職一　般　行　政　職
区　分

平均年齢平均給与月額平均給料月額平均年齢平均給与月額平均給料月額

４２歳１０カ月４３８，５７３円３５６，８８１円４３歳９カ月４９１，０６１円３７２，３３９円日野市

４６歳０カ月４２９，７２２円３３３，５２６円４３歳６カ月４７６，２００円３６１，５５７円都

（注）１．平均給与月額…給料に諸手当を加えたものの平均月額。ただし期末・勤勉手当（一時金）は除きます
　　２．日野市や東京都の技能労務職には、国にはない清掃などの業務に従事する職員も含まれています

現　　　行
職　　　名

報酬額支給区分
２３，０００円日 額会長

建築審査会 ２０，０００円日 額委員
２０，０００円日 額専門調査員
２０，０００円日 額会長建築紛争調

停委員会 １８，０００円日 額委員
１０，５００円日 額水の緑の会議委員
１０，５００円日 額民生委員推薦会委員
１０，５００円日 額社会福祉法人助成審議会委員
１０，５００円日 額社会福祉委員
１１８，５００円月 額生活保護嘱託医
９０，０００円月 額福祉オンブズパーソン
２１，５００円１ 回会長

合議体の長
合議体の長の職務代理

介護認定審
査会

１２，０００円１ 回委員
２１，５００円１ 回会長

合議体の長
合議体の長の職務代理

障害程度区
分判定等審
査会

１２，０００円１ 回委員
１園１人につき月３４，５００円保育園医

１０，５００円日 額
市立学校適正規模・適正配置等検
討委員会委員

１０，５００円日 額余裕教室活用計画策定委員会委員
１０，５００円日 額教育センター運営審議会委員
１０，５００円日 額文化財保護審議会委員
１０，５００円日 額青少年問題協議会委員
１０，５００円日 額公民館運営審議会委員
１０，５００円日 額図書館協議会委員
１０，５００円日 額資料館協議会委員
１０，５００円日 額社会教育委員
１２，５００円月 額青少年委員
１２，５００円月 額体育指導委員

１校１人につき月６３，５００円以内学校医
１校１人につき月２５，０００円学校薬剤師
１園１人につき月３４，５００円幼稚園医

１６，５００円日 額投票（開票）管理者
１６，５００円日 額選挙長
１６，０００円１ 回選挙（投票・開票）立会人


